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「熊本県の公立学校における働き方改革推進プラン（第２期）」（業務量管理・健康確保措置実施計画）の概要

県 プ ラ ン 概 要

計画の名称
熊本県の公立学校における働き方改革推進プラン（第２期）

（公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法第８条に基づく業務量管理・健康確保措置実施計画）

対象者 教職員 (評価指標のうち時間外在校等時間については、教育職員のみの目標値を追加設定）

計画の期間 令和６年度～令和９年度

学校の働き方改革

に関する目標

目標達成に向けた

取組み

※朱書き部分の

項目を追加

【方針１】人材の確保・活用
  ・教職員の確保
・支援人材・専門人材の確保・拡充

【方針３】教職員の意識改革
 ・民間による業務分析・課題解決

 ・年休・男性育休促進 等

【方針２】業務の削減・効率化
・学校又は教師の業務の３分類に基づく業務見直し等の推進

  ・校務DX（校務支援ｼｽﾃﾑ見直し、生成AI活用）
  ・部活動改革、授業時数点検・見直し、文書削減 等

【方針４】 勤務時間の適正管理等
  ・勤務管理徹底、時差出勤導入
  ・勤務インターバル制度導入検討
・持ち帰り業務防止の徹底・休憩時間の適正な付与 等

【方針５】保護者等の理解促進
 ・保護者等からの過剰な苦情・不当要求対応支援

 ・外部団体等への効率化協力依頼
 ・登下校時の通学路における見守り活動の協力依頼 等

【方針６】教職員の健康サポート
 ・メンタルヘルス相談

 ・労安衛法の周知 等

○ 令和６年１１月に｢熊本県の公立学校における働き方改革推進プラン(第２期)｣を策定し、教職員が子供と向き合う時間を確保し、教職員の健康を守り、
 ウェルビーイングを高めるため、学校現場の業務見直しや負担軽減の取組みを促進し、長時間勤務の改善や労働安全衛生管理の徹底、人材の確保など
 学校現場の働き方改革の取組みを促進。
○ 令和８年２月に本プランを一部改訂し、令和７年６月に改正された｢公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法」で策定が義務付け

 られた「業務量管理・健康確保措置実施計画」として位置づけた。

※下線部は、R8.2月改訂時に追加
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高校教育改革について

令和８年（２０２６年）４月２８日
県立学校教育局高校教育課

資料２
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R7 R8 R9 R10 R11～

■実行計画に基づく取組み

▸専門高校の機能強化・高度化
▸普通科改革を通じた高校の特色化・魅力化
▸地理的アクセス・多様な学びの確保

※国の新交付金(令和９年度当初予算要求予定)を活用

熊本県高校教育
改革実行計画
（仮称）

※提言及びグランド
デザインを踏まえ、

R8年度中に策定
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国の高校教育改革
グランドデザイン
（基金含む）
（R8.2）

高校教育改革の取組

▸アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成支援
▸理数系人材育成支援
▸多様な学習ニーズに対応した教育機会の確保

高等学校等教育改革促進基金の活用（R8～10年度）

改革先導校の創出

県立高校あり方
検討会提言
（R7.9）

熊本県の高校教育改革の取組イメージ
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文部科学省
ホームページより



基金事業（抜本的支援）申請スケジュール

〇 2月13日  公募開始

〇 ２月２７日   第１回申請提出〆

〇 ３月３１日   第2回申請提出〆

〇 ５月１５日   第３回申請提出〆

〇 ６月下旬頃 第３回交付内定

※公募申請は第１回、第２回、第３回のいずれ

か１回のみ

 ※審査会による絶対評価で判定
5

※歳出予算はR８年度６月補正予算にて  

所要額要求予定

４月２８日 総合教育会議開催

国の動き 本県の動き

 申請書提出

2月～３月 関係校や

                  知事部局関係課等と協議



改革先導拠点校の選定に当たっての考え方
１ あり方提言（R7年9月）の考え方・方向性を基本とする。

 約２年間に亘り、地域や関係者等との協議を重ねて、 「県立高校は地域にとって

欠かせない存在である」との方向性が示された。その趣旨を踏まえて、熊本市外

の高校を対象とする。
  ※ただし、遠隔授業の拠点については、受信校の教育効果を考慮し、熊本市内の高校も対象とする。

２ 改革先導拠点校の県内への波及効果と申請時にＫＰIの設定が必要なことを考慮し、

一定の規模・学科があり、かつ現状からの底上げが期待できる高校を対象とする。

３ 国指定事業であるDXﾊｲｽｸｰﾙ事業は重複不可。ＳＳＨ（ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽﾊｲｽｸｰﾙ）指定校は

事業の区分けが困難。
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【申請に係る注意点】

〇 改革先導拠点の数については、各都道府県から４拠点が上限。

○ 県内の高校への波及効果が見込めることが必要。

〇 各都道府県からの申請額については、６２億円が上限。

〇 基金の事業期間は３年間（令和１１年３月３１日）まで。

〇 総合教育会議等を活用し、知事部局や大学・産業界等とともに議論を進める必要。



改革先導拠点校の選定に当たっての考え方
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アドバンスト・エッセンシャルワーカー 理数系人材 多様な学び

県立高校５０校

・「半導体関連産業」「農業」「防災・社会インフラ」と
いった、本県の強みであると同時に、人材育成上の課題とな
る分野への対応を強化するため、「農業」「工業」を対象
・その中で、近年の教育実績、充足率、投下可能な予算規模、
地域・産学との連携状況等の観点から総合的に判断

普通科４校について、一定の
大学進学実績、文理選択者数
の割合、投下可能な予算規模
等の観点から総合的に判断

県内全域の小規模校に授業を
配信する拠点として、質の高
い授業を提供する教員の確保、
一定の大学進学実績、投下可
能な予算規模等の観点から総
合的に判断

熊本市外で１学年５クラス以上を有する高校
（ＤＸハイスクール校及びＳＳＨ（スーパーサイエンスハイスクール）校は除外）

菊池農業高校 天草工業高校 人吉高校 熊本高校



高等学校等教育改革促進基金に係る
事業計画（案）について

令和８年（２０２６年）４月２８日
県立学校教育局高校教育課

資料３



事業計画案①【アドバンスト・エッセンシャルワーカー育成（農業）】

菊池農業高校 農業ＤＸを推進できる「戦略的農業人材」育成の拠点

○熊本県は、農業産出額全国６位（令和６年）を誇る農業県。
○令和６年度には「食のみやこ推進局」を創設し、高付加価値化や販路拡大等
の推進による、稼げる農林畜水産業の実現及び食関連産業の発展を目指した
取組を進めている。

○一方、農業従事者の減少、基幹的農業従事者の高齢化、新規就農者の減少が
続いており、特に県北地域では、ＴＳＭＣをはじめとした半導体関連企業の
集積が進み、農地や農業従事者の減少が深刻化が懸念される中、将来の本県
の農業を担う人材の育成が急務。

現状・課題

→ スマート農業を活用し、農業ＤＸを推進できる「戦略的農業人材」を育成する拠点を形成する。
＊評価指標例：就農率及び就農可能率の改善、新規就農者数の増加 等

目指す姿

・農業従事者を増やすためには、農業が「稼げる職業」になる必要がある。
・そのためには、先進技術やＡＩを使いこなす「テック活用能力」、データサイエンスに基づき収益性を見極め
る「経営的な視点」、海外市場や国際競争を踏まえた「グローバルな視点」を身につける教育を展開する必要
がある。また、小中学生の段階から農業の魅力に触れる機会を創出し、農業を学ぶ生徒を増やす必要がある。
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①スマート農業を活用し、農業ＤＸを推進できる「戦略的農業人材」の育成に向けたカリキュラムの構築
・地域基幹産業の酪農・肉用牛・果樹等におけるデータサイエンスを活用した栽培・飼育の探究的な学び
・LED植物工場による葉菜類栽培をとおした生産管理技術の習得と収益性を追求する農業経営マネジメント学習
・スマート農業・畜産における指導体系の構築と学習評価モデルの確立 等

②地域共創を核とした６次産業化の海外展開モデルの構築（肉・乳加工製品とワイン製造）
・地域農産物の6次産業化による高付加価値化を目指した探究的な学び（肉・乳加工製品とワイン製造）
・産官学金連携による海外市場への販売展開をとおした戦略的グローバル人材の育成 等

③寮・施設を開放した就農支援と地域交流拠点の形成
・近隣保育園や小中学生向けの農業体験学習や地域交流
活動の機会創出による地域農業への理解促進

・県内外及び海外高校生との就農プログラムの実践や産官
学が連携した高度農業技術研修会の実施 等

主な取組

【他校への普及方策】
○スマート農業・畜産における指導体系と学習評価
モデルを県内農業関係高校へ普及・展開

○寮や施設を開放し、県内外の農業関係高校生や海
外高校生との就農プログラムの実践や探究活動・
共同研究において連携
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事業計画案②【アドバンスト・エッセンシャルワーカー育成（工業）】

天草工業高校 実践力を備えた「地域共創型エンジニア」育成の拠点

○熊本県において製造業は県内総生産の２割強を占める基幹産業。
半導体関連産業の集積等による人材需要の増加が見込まれる一方、
地方部では、地域を支えるエッセンシャル領域（電気・土木等）の
担い手不足が深刻化。

○特に、天草地域は、急激な人口減少と高齢化が進み、高齢化率が
日本全体の４０年先を行くと言われるほど深刻な状況。島しょ部である
ため外部人材の確保は困難であり、小中学生から企業の若手・熟練技術者までが共に学び進めていく場が必要。

○製造業は中小企業中心で、技能継承やＤＸ対応が遅れやすく、産業ＤＸ化に対する意識の底上げも必要。

現状・課題

→ 地域産業のＤＸ化、社会インフラの維持、防災対応等を担い、地域で暮らし働き続けられる実践力
を備えた「地域共創型エンジニア」を育成する拠点を形成する。
＊評価指標例：高校進学時に天草管内の高校へ進学する生徒の割合の改善 等

目指す姿

・地域の産業や営みを維持していくためには、地域課題を地域で共有し「地域で暮らし働き続けられる実践力を備えた人材」の育成が必要。
・そのために、工業教育を中心とした地域産業界DX化や社会インフラ等の生活基盤を支える「実践的技術力を備えた人材」の育成が必要。
・また、最先端デジタル技術を用いた授業を展開し、主体的に課題を発見・解決し「新たな価値を創出」できる人材の育成が必要。

【天草市年齢階級別の人口推移と将来推計】 ※天草市人口ビジョンより
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①地域の産学官金と連携した将来の地域を支える高度人材の育成

・最先端工業機器を導入する「Amacusaラボ」を活用し、
企業技術者と連携した、研磨、溶接、ドローン測量や
引込線改修等の先端技術に係る高度な専門教育の実施

・先端企業、高専、大学等と連携した実習の実施
・リスキリングによる産業人材及び指導者の育成 等

②地域課題解決を軸とした学科横断型「防災・インフラ教育」の構築

・行政機関・協力校と連携した、天草地域の過去の災害等の地域課題を題材とした探究の実践
・校内に新設する淡水化施設・発電施設を活用した、災害時の水・電力確保等、インフラ技術教育の実施 等

③「デジタルアートの島創造事業」と連携したＤＸ教育の推進

・天草市が推進するデジタルコンテンツ企業や人材の集積を図る取組みと連携した地域振興人材の育成
（誘致企業や海外大学等との技術者と連携した実践的授業、学習成果を活用したコンテンツ発表 等）

・ＡＩをツールとした管内県立高校が連携した「天草モデル」を構築し、全産業界を牽引する人材を輩出

主な取組

【他校への普及方策】
○施設を地域の「共有財産」として開放し
実習や教員研修の拠点として活用

○授業内容や先端技術に係る知見をデジタル
アーカイブ化し、協力校や地域全体で共有 ≪産業実務家による授業≫ ≪最先端の工業機器を導入≫ 4



事業計画案③【理数系人材育成支援】

人吉高校 データサイエンスを主とした「新たな理数系人材育成モデル」の開発拠点

○世界的半導体製造企業の進出や関連産業の集積により、半導体関連人材の需要が急増。「九州半導体人材育成等
コンソーシアム」の調査では、九州での半導体関連人材は、2028年以降年間300人程度の不足が生じる見込み。

○県内においては、熊本大学、熊本県立大学、県立技術短期大学校に半導体関連学部・学科等が新設。
○中小企業の技術人材不足や、農業・防災・医療分野等における産業の高度化が急速に進む中で、県内どの地域に
おいても理数系の素養を持った人材が必要。

現状・課題

→ データサイエンスを主とした「新たな理数系人材育成モデル」の開発拠点を形成する。
＊評価指標例：拠点校における理系選択者の割合の増加 等

目指す姿
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・現代社会における基礎インフラである「データ」を活用する能力は、あらゆる分野において必要。
・複雑で予測困難な社会においては、ＳＴＥＡＭ教育をとおして、「理数系の素養を地域の課題に接続し、新たな
価値を創造できる力」を身に付けた人材の育成が必要。



①データサイエンスによる３年間の「理数探究カリキュラム」の構築
・スーパーサイエンスハイスクールや理数科・理数コース設置校で構成する「熊本サイエンスコンソーシアム
（ＫＳＣ）」のノウハウや有識者の意見等を基に、データ収集～解析～実装・成果報告までのカリキュラムを構築
・地元自治体、県内大学、ＫＳＣ、県内企業、金融機関との産官学金連携の推進、海外大学との国際連携の推進

②理数探究カリキュラムを基にした「理数人材育成モデル」
の開発

・理数系の素養を育むための協力校と連携した取組みを実施

③新たな機能を兼ね備えた図書館や体育館を活用した、
地域への展開

・理数の学びに興味をもつ小中学生の増加を図るための
学力向上支援や発表会の開催等

主な取組

【他校への普及方策】
○協力校にデータ収集機器を貸与し、学校の特色に
応じて多様なデータを収集

○データセンターを活用し、協働で分析や問立て、
課題解決に取り組むことで、協力校におけるデータ
サイエンスに関心を持つ生徒の増加に寄与
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事業計画案④【多様な学習ニーズに対応した教育機会の確保】

熊本高校 学習機会の制約を超えてつながる多様な学びの拠点

○半導体集積地域への人口移動や、天草・球磨・阿蘇など中山間・島嶼地域での若年層流出を背景に、地方の高校
で定員充足率が低下。生徒数の減少により教員配置が限定的になることで、今後、生徒が「学びたい科目」や「
高度な進学指導」にアクセスできない機会損失が生じる可能性がある。

○また、本県では、世界的半導体製造企業の進出に伴い、高度なＩＴ知識や国際感覚、多様化する社会を生き抜く
スキルを有する人材の需要が高まっているが、実践的な学習機会の不足が課題。

現状・課題

→ 多様な科目の履修や大学進学への挑戦など、地理的制約に左右されない、生徒の多様な進路実現に向けた教育
・支援を行う遠隔授業の配信拠点を形成する。＊評価指標例：受信校の増加 等

→ 社会実装型・探究学習（Creative-Project-Based Learning）で地域課題解決の実装力を鍛え、持続的な地方
創生の核として高校を位置付ける。
＊評価指標例：受講者数の増加、探究活動コンテストへの出場数の増加 等

目指す姿

・住んでいる場所や通っている学校に左右されない教育機会の提供が必要。
・正解のない課題に対し、ITや多様な視点を使って考えを形にし、社会に価値を生み出す力が必要。
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①地理的制約を超えた学び
・専門外指導（情報・理科・地歴等）を解消し、地方の高校において「質の高い学び」を保障
・高い教科指導力を持つ教員が、協力校の多様な進路希望に応じた授業（数学・理科・英語等）を配信
・配信協力校との連携により、生徒たちの学びの土台を整えた後、
拠点校に整備する『遠隔教育配信センター』にリソースを集中・統合

②実践的学習機会の制約を超えた学び
・外部のＩＴ教育機関と連携し「社会実装型・探究学習（Creative-PBL）」
を導入

・多様な地域の高校生同士がネットワークを通じてつながり、自らが住む
地域の課題をＡＩやデジタル技術の実装で解決

・熊本の産業界で活躍する地方発ローカル・イノベーター※の輩出
※ローカル・イノベーター：地域の課題を、デジタルの力を活用した新しいアイデアや
行動力で『新たな価値やビジネス』にする人材

主な取組

【他校への普及方策】
○新設する『遠隔教育配信センター』を全県の共通プラットフォーム
として運用し、協力校以外の県内各校へも配信授業を拡充する。

〇「社会実装型・探究学習」のノウハウを体系化し、県内全域へ学び
を普及・拡大する。
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メンバー：知事、教育長、教育委員
・「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づく法定協議体
・知事と教育委員会が教育政策の大方針や重点的に講ずべき施策等に
ついて協議、調整を実施

→高校教育改革実行計画（仮称）の策定や（基金事業含む）取組みの
進捗管理等に係る総括機関

メンバー：教育委員会事務局及び知事部局の関係課
→高校教育改革実行計画（仮称）の策定作業や
（基金事業含む）取組みの進捗管理等を実施

→まずは基金事業関係課で立ち上げ、必要に応じて関係課を追加

高校教育改革の推進体制（イメージ）

メンバー（調整中）：
・「県立高等学校あり方検討会」参加者
・大学、義務教育、その他教育関係者
・産業界、金融機関 等
→高校教育改革実行計画（仮称）策定にあたっての意見、
（基金事業含む）取組みの評価、助言等

（R8.4.28時点）

知事
部局

教育
委員会

熊本県総合教育会議

高校教育改革推進
プロジェクトチーム（仮称）

４つの「改革先導拠点校」の取組・成果を他校に普及
令和８年度に策定する「高校教育改革実行計画」
（仮称）に基づく県立高校全体での取組推進

高校教育改革推進
評価検討委員会（仮称）

地域における高校のあるべき姿を多様な主体と協創し、県内外から選ばれる学校へ

理数系人材チーム

拠点校：人吉高校（リーダー）
協力校：球磨工業高校、球磨中央高校、南稜高校
主な連携機関：地元自治体、県内・海外大学、

熊本サイエンスコンソーシアム、
県内企業、金融機関 等

多様な学びチーム

拠点校：熊本高校（リーダー）
協力校（受信校）：小規模校等
主な連携機関：地元自治体、外部専門機関 等

アドバンスト・エッセンシャル
ワーカー（農業）チーム

拠点校：菊池農業高校（リーダー）
協力校：県内農業関係高校
主な連携機関：地元自治体、県内大学、県外・

海外大学、農業関係企業 等

アドバンスト・エッセンシャル
ワーカー（工業）チーム

拠点校：天草工業高校（リーダー）
協力校：天草高校、天草拓心高校、上天草高校、

牛深高校、県内工業関係高校
主な連携機関：地元自治体、天草電気工事業協

同組合、建設業協会天草支部、
地域金融機関 等

資料４
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